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（２）事業内容
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0
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720

（１）要求の趣旨（現状と課題）

　岐阜県農業協同組合中央会が、県下各農協等を対象に実施する次の事業に要する経費に
対して支援する。
　①　担い手支援に係る人材育成事業
　②　食や農への理解促進を図る事業

　本県農業の振興と農協の健全な発展を目的とし、昭和４８年から岐阜県農業協同組合中
央会（以下、中央会）を支援している。
　平成２７年８月に「農業協同組合法（以下、農協法）」が改正され、地域農協は創意工
夫した自由な経済活動を行い、中央会はその活動を適切にサポートすることとなった。平
成２８年度以降、農協は担い手農業者の意見を運営に反映させるなどして自己改革を進
め、令和元年１０月に新たな体制となった。
　県は中央会を通じて、各農協による担い手育成や営農指導、農産物の有利販売や生産資
材の有利調達等の経済事業に長けた人材育成等を支援することにより、農業者の所得増大
及び農業生産の拡大を図る。

（各課様式１）

使用料 財　産区  分

手数料

予 算 要 求 資 料

令和８年度当初予算 支出科目　款：農林水産業費　項：農業費　目：農業振興費

 ＜財源内訳＞

事 業 名 農業協同組合中央会事業活動促進費補助金

財　源

800

財 源 内 訳

(前年度予算額： 800720１ 事 業 費 千円)



（３）県負担・補助率の考え方

（４）類似事業の有無

　県下７農協の創意工夫された取組みを支援する立場にある中央会を事業主体とすること
が妥当である。

720

３ 事業費の積算 内訳

補助金

事業内容の詳細

担い手支援に係る人材育成事業、食や農への理解促進を図る事業

事業内容 金額

　事業費の１／２以内

　無

（１）事業主体及びその妥当性

決定額の考え方
　

４ 参 考 事 項

720合計



□

■

・終期までに何をどのような状態にしたいのか

R6年度
実績

327

R5年度
800

補助事業の概要 （目的）本県農業の振興と農協の健全な発展
（内容） 担い手支援に係る人材育成事業支援等

　県内ＪＡにおいて、担い手育成、営農指導や経済事業に長けた人材育成等を強化

補助率・補助単価等 定率
（内容） 事業費の１／２以内
（理由）

補助効果
終期の設定 終期　－

（理由）

（事業目標）

県 単 独 補 助 金 事 業 評 価 調 書

新 規 要 求 事 業　

継 続 要 求 事 業

（事業内容）
補助事業名 農業協同組合中央会事業活動促進費補助金
補助事業者（団体） 岐阜県農業協同組合中央会

（理由）

（目標の達成度を示す指標と実績）

指標名
事業開始前 R7年度 R8年度 終期目標

(R2)
①資質向上研修等によ
り人材育成する営農指
導員数（年間あたり、
延べ人数） 90 150 150 150

目標 目標 (R8) 達成率

218%

補助金交付実績
（単位：千円）

R4年度 R6年度
800 800



・事業が直面する課題や改善が必要な事項

（これまでの取組内容と成果）

令
和
４
年
度

令和４年度は、人材育成に向けた研修会を延べ年間２３日開催、
延べ６３９人が受講するなど、ＪＡ営農指導体制等の強化が図られた。
①　営農指導員向け研修　　  　延べ日数１８日、３３９名受講
②　生活指導等担当者向け研修　延べ日数　５日、３００名受講

指標① 目標：１５０人 実績：３３９人 達成率：２２６％

令
和
５
年
度

令和５年度は、人材育成に向けた研修会を延べ年間２４日開催、
延べ６４９人が受講するなど、ＪＡ営農指導体制等の強化が図られた。
①　営農指導員向け研修　　  　延べ日数１５日、２９４名受講
②　生活指導等担当者向け研修　延べ日数　９日、３５５名受講

指標① 目標：１５０人 実績：２９４人 達成率：１９６％

令
和
６
年
度

指標① 目標：１５０人 実績：３２７人 達成率：２１８％

令和６年度は、人材育成に向けた研修会を延べ年間２３日開催、
延べ７２３人が受講するなど、ＪＡ営農指導体制等の強化が図られた。
①　営農指導員向け研修　　  　延べ日数１４日、３２７名受講
②　生活指導等担当者向け研修　延べ日数　９日、３９６名受講

(評価) 　県下農協を広く対象とするため、岐阜県農業協同組合中央会を事業主体と
することで、事業の効率化を図っている。

２

（事業の評価）

・事業の必要性(社会情勢等を踏まえ、前年度などに比べ判断)
　３：増加している ２：横ばい １：減少している ０：ほとんどない

(評価) 　本県の農業振興に果たす農協の役割は大きく、より営農指導活動の推進を
図るためにも事業の必要性は高い。

３

・事業の有効性(指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか)
　３：期待以上の成果あり（単年度目標100％達成かつ他に特筆できる要素あり）
　２：期待どおりの成果あり（単年度目標100％達成）
　１：期待どおりの成果が得られていない（単年度目標50～100％）
　０：ほとんど成果が得られていない（単年度目標50％未満）

(評価) 　営農指導員研修等を行うことで指導員の資質向上が図られ、各農協での営
農指導の推進体制の強化が図られている。

２

・事業の効率性(事業の実施方法の効率化は図られているか)
　２：上がっている １：横ばい ０：下がっている

・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのよ
うに取り組むのか
　中央会主導で設立された「岐阜県ＪＡ担い手サポートセンター」を中心に県と連携
して担い手育成を進める中、今後も指導力に長けた人材育成等の強化が益々重要とな
ることから、これまでと同様の支援が必要である。

（今後の課題）

　地域農協が農業者の更なる所得向上等を図れるよう、営農指導員のスキル強化に資
する研修等の充実が必要。

（次年度の方向性）


